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土 地 売 買 契 約 書 （案） 

吹田市（以下「甲」という。）と【 優先交渉権者 】（以下「乙」という。）は、末尾記

載の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり売買契約を締結する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲乙双方は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

（目的） 

第２条 甲は、本件土地を、フェンス、側溝等の工作物及び存在の可能性がある地中埋設

物も含め、現状有姿で乙に売渡すものとする。ただし、第７条に定める公共下水道施設

（管渠及び人孔）は除く。 

（売買代金及びその支払い） 

第３条 本件土地の売買代金は、金【 売買契約金額 】円とする。 

２ 乙は、前項の売買代金を甲の定める方法により、平成【●●】年【●】月【●●】日

までに甲に支払うものとする。 

３ 本売買契約は、平成２８年【●】月【●●】日時点における登記記録数量で本件土地

の売買を行うものとする。登記記録数量が実測数量と相違した場合においても、甲と乙

は売買金額の精算は行わない。 

（契約保証金） 

第４条 乙は、本契約の締結と同時に契約保証金として、金【 売買代金の１００分の５

以上の金額 】円を甲に納付するものとする。 

２ 前項の契約保証金は、損害賠償の予定とは解釈しない。 

３ 乙が、前条第２項に定める義務を履行したときは、契約保証金を無利息で売買代金の

一部に充当するものとする。 

４ 乙が、前条第２項に定める義務を履行しないとき、又は、乙の責めに帰すべき事由に

より本契約が無効若しくは履行不能となったときは、契約保証金は甲に帰属するものと

する。  

（所有権移転及び引渡しの時期） 

第５条 本件土地の所有権移転及び引渡しの時期は、第３条第２項に定める期日までに乙

が売買代金を完納し、かつ、甲がこれを確認した日とする。 

（所有権移転登記及び費用の負担） 

第６条 甲は、前条の規定による所有権移転及び引渡しがあった後に、速やかに所有権移

転登記の手続を行うものとし、乙はこれに必要な書類等をあらかじめ甲に提出するもの

とする。 
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２ 乙は、前項の所有権移転登記に要する登録免許税等の費用を負担する。 

（公共下水道施設の扱い） 【画地エ又はオを含む提案の場合、本条項を追加】 

第７条 甲は、所有権移転登記にあたり、本件土地に埋設されている公共下水道施設（管

渠及び人孔）の維持管理の作業等を行うため、別図１に示す部分の分筆を行うとともに

地上権及び地役権を設定する。乙は、これに了承し、協力する。 

（危険負担） 

第８条 甲は、本件土地が、本契約を締結してから引渡しまでの間に、甲の責めに帰すこ

とのできない事由により、滅失又はき損してもその損失を負担しないものとする。 

（瑕疵担保責任）  

第９条 乙は、本契約締結にあたり、別紙１「物件調書」記載事項を容認の上、甲より本

契約日時点における現状有姿にて本件土地の引き渡しを受けるものとする。 

２ 乙は、本契約締結後、本件土地に数量の不足、土壌汚染、地盤状況、地下埋設物その

他隠れた瑕疵のあることを発見しても、売買代金の減免、損害賠償の請求又は契約の解

除をすることができないものとする。 

（計画提案内容等の遵守） 

第１０条 乙は、平成【●●】年【●】月【●●】日に提出された「吹田市健都イノベー

ションパーク利用事業提案書（以下「事業提案書」という。）」に記載した【様式３－

３で示す用途】として使用するものとし、本契約締結の日から１０年を経過する日まで

の期間（以下「指定期間」という）は、本件土地の用途については他の用途には変更し

ないものとする。 

２ 乙は、本件土地の開発に際し、建築確認申請を行う前に、事業提案書に基づく「建築

計画書」を甲に提出し、承認を得るものとする。 

３ 乙が本条に違反した場合、甲は第２２条に基づく買戻特約を行使するとともに、本契

約を解除することができる。この場合、甲は本契約解除に関する一切の費用等を負担し

ないものとする。 

（工事の着手時期） 

第１１条 乙は、甲から本件土地の引渡しを受けた日から起算して２年以内に、建築計画

書に基づく工法により建設工事に着手するものとする。 

２ 乙は、甲から本件土地の引渡しを受けた日から起算して３年以内に、操業を開始する

ものとする。 

３ 乙は、真にやむを得ない事情により期限までに建設工事に着手する又は操業を開始す

ることができない場合、甲に対しその理由及び新たな期限を申し出るとともに、あらか

じめ書面による甲の承諾を得なければならない。 
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（指定用途等の変更の承認） 

第１２条 乙は、収支状況等、真にやむを得ない事情により第１０条第１項に定める本件

土地の用途としての使用の継続が困難となった場合、６か月前までに甲に報告のうえ、

甲と協議し、甲の書面による承諾を得た上で用途の変更を行うことができるものとする。 

（売買物件の譲渡等の禁止） 

第１３条 乙は、甲の書面による事前の承諾を得ることなく、第三者に対して本件土地の

権利を設定すること及び本件土地の所有権を第三者へ移転することを禁止する。 

２ 乙は、甲の書面による事前の承諾を得て本件土地の所有権を第三者へ移転する場合は、

前項の禁止について、甲と当該第三者が協議し契約を締結する必要があることを書面に

よる同意を得て承継させるものとする。 

３ 乙が本条に違反した場合、甲は第２２条に基づく買戻特約を行使するとともに、本契

約を解除することができる。この場合、甲は本契約解除に関する一切の費用等を負担し

ないものとする。 

（用途の禁止等） 

第１４条 乙は、本件土地を次に掲げる用途に使用してはならない。 

（１） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員が、その

活動のために利用する用途等 

（２） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第   

１２２号）第２条第１項に規定する風俗産業、同条第５項に規定する性風俗特殊

営業その他それに類する用途等 

（３） 騒音・振動・塵埃・視覚的不快感・悪臭・電磁波・危険物等を発生又は使用

する等周囲に迷惑を及ぼすような用途 

（４） 居住の用途（分譲、賃貸） 

２ 乙は、甲の書面による事前の承諾を得て本件土地の所有権を第三者へ移転する場合は、

前項の使用の禁止について、甲と当該第三者が協議し契約を締結する必要があることを

書面による同意を得て承継させるものとし、当該第三者に対して前項の定めに反する使

用をさせてはならない。 

３ 乙は、甲の書面による事前の承諾を得て本件土地について第三者に対して権利を設定

する場合は、当該第三者に対して本条第１項の定めに反する使用をさせてはならない。

この場合において、乙は本条第１項の使用の禁止を免れるものではない。 

４ 甲は、乙が本条に違反した場合、ただちに乙に是正措置を要求することができる。乙

がすみやかに是正措置に応じない場合、甲は、第２２条に基づく買戻特約を行使すると

ともに、本契約を解除することができる。この場合、甲は本契約解除に関する一切の費

用等を負担しないものとする。 
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（事業実施に係る報告等） 

第１５条 甲は、乙が第１０条第１項に定める事業提案書の提案内容の水準を維持し、目

的を達成できているかを確認するため、事業実施にかかる本施設の設計、建設、運営及

び維持管理に関し、調査を行うことができるものとし、乙は、甲の要請に従い、速やか

にこれに協力するものとする。 

２ 甲は、本条第１項に規定する調査を実施するため、乙に対し、随時、監査済みの財務

諸表その他の資料及び情報等の提出を要請できるものとし、乙は、この要請がなされた

ときは、速やかに当該資料及び情報を提出するものとする。 

３ 甲は、本条第１項の規定による調査を実施した場合において、乙が第１０条第１項に

定める事業提案書の提案内容の水準が維持できていないと判断したときは、乙に業務改

善計画書の提出を求めることができるものとし、乙は、当該計画書に従い、業務改善を

行うものとする。 

４ 甲は、前各項に規定する内容を確認するため、本施設への立入調査を実施することが

できるものとする。 

（相隣関係等への配慮） 

第１６条 乙は、本件土地の引渡し以後においては、十分な注意をもって本件土地を管理

し、近隣住民その他第三者との紛争が生じないよう留意しなければならない。 

２ 乙は、本件土地の利用及び建築物の建築に当たっては、摂津市開発協議基準等に基づ

き、騒音・振動・塵埃・視覚的不快感・悪臭・電磁波・危険物等による周辺住民への悪

影響を及ぼすことのないよう周辺環境との調和を図るとともに、周辺住民の安全の確保

及びプライバシー確保に配慮しなければならない。 

３ 乙は、第１種住居地域と同程度の騒音及び振動に係る規制基準を遵守し、良好な景観

形成や周辺環境との調和を図り、関係機関及び近隣住民等地元関係者との協議、調整等

を自らの責任で行うものとする。 

４ 乙は、本件土地の利用及び建築物の建築等に起因する周辺住民への悪影響（騒音・振

動・塵埃・視覚的不快感・悪臭・電磁波・危険物等）が生じた場合、乙が責任を持って

対応し、補修、安全等に努めなければならない。 

（健都イノベーションパーク基本計画等の遵守） 

第１７条 乙は、本件土地の利用にあたり、摂津市の「千里丘新町地区地区計画（平成   

２８年６月２４日告示）」に定められた内容を遵守するとともに、「イノベーションパー

ク（仮称）利用基本計画」の利用に係る基本方針及び国立循環器病研究センターを核と

した医療クラスター推進協議会でまとめられた「これまでの検討の中間整理」の趣旨を

認識し、複合医療産業拠点の形成に寄与する施設を整備するものとする。 

（エリアマネジメント等への参画） 

第１８条 甲が、北大阪健康医療都市における健康・医療のまちづくりの実現に向けた、
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事業者及び関係者間での協議の場を設ける場合、乙はその協議の場に参画するものとす

る。 

（法令等による規制の遵守） 

第１９条 乙は、本件土地の法令等による規制を承知したうえで、本契約を締結したもの

であることを確認し、本件土地においての利用、造成、建築物の建築又は第三者への売

却に当たっては、当該法令を遵守するものとする。 

（契約の解除） 

第２０条 甲は、乙が本契約に定める条項に違反したときは、本契約を解除することがで

きるものとする。 

２ 甲は、前項の解除をした場合、契約保証金を返還しないものとする。 

３ 乙は、本条第１項の場合において、本件土地に投じた有益費及び必要費、その他の費

用があっても、これを甲に請求することはできない。 

（違約金） 

第２１条 乙は、第２０条の規定により甲が本契約を解除した場合は、違約罰としての違

約金として金【 売買金額の２割の金額（円未満切上げ） 】円を、甲の指定する期間

内に甲に支払わなければならない。 

（買戻特約及び特約の登記） 

第２２条 甲は、乙が、第１０条、第１３条及び第１４条の義務を履行しない場合には、

本件土地の買戻しをすることができるものとする。 

２ 前項に定める買戻しをできる期間は、第１０条第１項に定める指定期間とする。 

３ 甲は、前２項の定めに基づく買戻特約の登記手続きを行う。乙は、これに同意するも

のとし、当該登記に必要な承諾書を甲に提出しなければならない。 

４ 甲は、指定期間が満了した場合において、乙に第１０条、第１３条及び第１４条の義

務を違反する事実がないと認めたことにより買戻しの特約を解除するものとする。この

場合、乙の申し出により前項の登記を抹消することに同意する。 

５ 買戻権の抹消登記に要する費用は、当該抹消登記時点における本件土地の所有者の負

担とする。 

（買戻権の行使） 

第２３条 甲が、前条に定める買戻権を行使するときは、次の各号によるものとする。 

（１） 買戻代金は、本件土地の売買に伴い乙が支払った売買代金とする。ただし、当

該代金には利息を付さないものとする。 

（２） 乙が本契約締結のために支出した費用及び本件土地に投じた必要費、有益費等

の費用並びに本件土地にかかる公租公課は、これを甲に請求しない。 

（３） 甲に損害があるときは、甲は乙に対しその賠償を請求することができる。 
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（４） 乙に損害があっても、乙は甲に対しその賠償を請求することができない。 

（損害賠償） 

第２４条 第２０条の定めにより甲が本契約を解除した場合において、甲に損害あるとき

は、甲は乙に対し、第２１条に定める違約金とは別にその賠償を請求することができる。

なお、乙に損害があっても、乙は甲に対しその賠償を請求することができない。 

（原状回復） 

第２５条 乙は、甲が第２２条の定めにより買戻権を行使したとき又は第２０条の定めに

より本契約を解除したときは、甲の指定する期日までに、乙の負担において本件土地を

引渡されたときの原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲が本件土地

を原状に回復させることが適当でないと認めるときはこの限りではない。 

２ 前項において、乙は、甲が指定する期日までに以下の義務を負う。 

（１） 本件土地に、抵当権、賃借権その他所有権の行使を妨げる権利が設定されてい

るときは、これを消滅させ、かつ、その権利に登記があるときはその登記を抹消す

ること。ただし、第７条に定める公共下水道施設の権利設定は除く。 

（２） 本件土地を、乙から甲へ所有権移転する登記に必要な登記承諾書等を、甲に提

出すること。 

（越境の処理） 

第２６条 乙は、本件土地に係る越境物の処理について、甲に対して関与を求めず、いか

なる請求も行うことができない。 

（公租公課の負担） 

第２７条 本件土地の公租公課については、乙名義の納税通知書等によるものは、乙の負

担とし、甲に対して請求しないものとする。 

（契約費用の負担）  

第２８条 本契約を締結するために必要な印紙税その他一切の費用は、乙の負担とする。 

（本契約としての成立） 【合計 5,000 ㎡以上の画地を提案した場合、本条項を追加】 

第２９条 この契約は仮契約であり、地方自治法第９６条第１項第６号の規定に基づき、

吹田市議会の議決を得たときに本契約としての効力を生ずる。 

２ 第４条第１項に規定する契約保証金の支払いは、仮契約と同時に納付すること、と読

み替えるものとする。 

３ 仮契約の締結後、本契約としての効力を生ずるまでの期間中、乙が応募者要件に係る

欠格事項に該当する者となった場合、応募の際に提出された書類等の記載内容の全部又

は一部が虚偽であることが判明した場合、若しくは、甲が契約の相手として、乙がふさ

わしくないと判断した場合には、本仮契約は解除するものとする。 
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４ 前項の理由により仮契約を解除した場合、甲は契約保証金の返還を行わない。また、

仮契約の解除に伴い、甲に損害が発生した場合は、乙は甲に当該解除事由によって生じ

た損害を賠償するものとする。 

（管轄裁判所） 

第３０条 本契約に関する管轄裁判所は、甲の所在地を管轄区域とする地方裁判所又は簡

易裁判所とする。 

（疑義の決定） 

第３１条 本契約に定めのない事項については、吹田市の定める諸規程に従うものとし、

その他疑義が生じたときは、必要に応じて甲乙協議のうえ決定するものとする。 

 

土地の表示 

所  在 地 番 登記地目 面積（㎡） 売買金額（円） 

摂津市千里丘新町 200 番** 宅地 **.** ***,***,*** 

 

 

 

本契約の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙双方記名押印のうえ、各自１通を保有

する。 

平成   年   月   日 

甲     吹田市泉町一丁目３番４０号 

代表者 吹田市長 後藤 圭二 

乙 


